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はじめに（報告書解題） 
――本プロジェクトの目的と意義―― 
 
プロジェクト代表者 
千葉大学教授・植木 哲 
 
２００６年４月に発足した「民事法学の現状と課題」に関する本プロジェク
トは、それぞれの院生が各自の研究テーマを深化させつつ、民事法学の発展を
願う観点から、それぞれの分野において争いとなっている現状を明らかにし、
その課題を探求することを目的としている。本報告書は、報告書全員が統一的
な視点から民事法学の現状と課題を明らかにする意図を共有するものではない
が、現下の債権法の改正問題とも絡み、不法行為法や契約法に関する各自のテ
ーマの現状分析を深めつつ、その課題を追究しようとするものである。 
本報告書は第１部と第２部に分かれるが、第１部は、各自が自己の研究テー
マに関連させながら表題の問題状況をレポートしている。第１論文は、損害賠
償請求における期間制限の問題を取り上げる。従来は契約法と不法行為法を峻
別する観点から、期間制限についてはそれぞれの制度的違いを正面から肯定し
つつ、給付訴訟において請求権の競合を認めてきた。その結果、法律構成の違
いにより期間制限が異なることになるが、これは止むを得ないものとして了解
されてきた。 
しかし同一の事案でありながら法律構成の違いにより期間制限についての結
論が異なるのは相当でない。給付訴訟の対象となる法的観点の違いを認めると
しても、同一の事案において並立する請求権の存在をそのまま認めてきた通
説・判例の立場には強い批判が寄せられてきた。その結果、同一の事案では期
間制限について規範的観点から要件の統合化を図り、それぞれの責任体系の枠
組みを超えて解釈する基準が提示されてきた。第１論文はじん肺に関する判例
を整理しつつ、期間制限の本質を問い、その現状と課題を解き明かそうとする
ものである。また、第２部における判例研究は、公害・労災に関する判例の分
析を通じて期間制限問題の本質を追究している。 
第１部の第２章は懸賞広告に関する日中の比較法に関するレポートである。
日本で懸賞広告が法律の解釈問題として争われることは稀であるが、経済開放
政策の浅い中国においてはこの種の紛争が多いという。また、民法の条文が完
備していない中国では、現実問題の解決のために様々な行政対応が行なわれて
いるが、これでは十分な私法的な解決には至らない。そこでこの問題に関する
日本の議論を紹介しながら中国法の解釈を模索している。 
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第３章は第三者に関する契約を論じるさいの前提問題をレポートしている。
ここでの主題は契約の第三者効に関する一般問題よりも、自己の身体を第三者
に譲渡・交付するさいの本人の意思をめぐる問題を扱っており、従来とは全く
異なった観点からの問題提起である。このため従来の財産の譲渡・贈与に関す
る議論には収まりきれない問題点が含まれており、それをローマ法に遡ってま
で議論し、その出口を見出そうとする試みである。 
以上のように本報告書のそれぞれのレポートは未だ完全な論文とは言えない
が、これらのレポートの作成を通じて各自が持つ問題意識を明確にし、同時に、
問題の捉え方や論述の進め方において共通の認識を深めるのに有効であったと
考えられる。今後はこれらの成果を通じて自己の研究テーマをさらに深め、問
題の拡がりを体系化できる手法を各自が開発することを期待して筆を擱くこと
にする。 
 
 
 
 
